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(57)【要約】
【課題】ネットワークに接続される電力装置の数が増加
しても、効率的に通信を行うことができる充放電制御装
置、充放電制御システム及び充放電制御プログラムを提
供することである。
【解決手段】実施形態の充放電制御装置は、受信部と、
グループ制御部と、を有する。受信部は、充電及び放電
の少なくともいずれかの機能を具備する複数の電力装置
が充電及び放電の少なくともいずれかを行う予定時間を
示す予定情報を受信する。グループ制御部は、予定情報
に応じて、充電を行う充電グループ及び放電を行う放電
グループのいずれかに電力装置それぞれが属するように
グループ化し、充電グループ毎及び放電グループ毎に電
力装置それぞれを制御する。
【選択図】図１５
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　充電及び放電の少なくともいずれかの機能を具備する複数の電力装置が充電及び放電の
少なくともいずれかを行う予定時間を示す予定情報を受信する受信部と、
　前記予定情報に応じて、充電を行う充電グループ及び放電を行う放電グループのいずれ
かに前記電力装置それぞれが属するようにグループ化し、前記充電グループ毎及び前記放
電グループ毎に前記電力装置それぞれを制御するグループ制御部と、
　を有する充放電制御装置。
【請求項２】
　前記受信部は、
　前記複数の電力装置それぞれの定格値を含む電力特性を示す特性情報をさらに受信し、
　前記特性情報に応じて、前記充電グループの総充電量及び前記放電グループの総放電量
を算出する算出部をさらに有する
　請求項１に記載の充放電制御装置。
【請求項３】
　前記電力装置は、
　複数の異なる充電制御を同時に受けることを許可するか否かを示す可否情報が設定され
ており、
　前記受信部は、
　前記可否情報をさらに受信し、
　前記可否情報に応じて、前記電力装置が複数の異なる充電制御を同時に受けることが許
可されるか否かを判定する判定部
　をさらに有し、
　前記グループ制御部は、
　前記判定部の判定結果及び前記予定情報に応じて、複数の異なる充電制御を同時に受け
ることが許可されない前記電力装置が複数の異なる充電制御を同時に受けることなく、前
記電力装置が１つ以上の前記充電グループに属するようにグループ化し、前記充電グルー
プ毎に前記電力装置を制御する
　請求項２に記載の充放電制御装置。
【請求項４】
　前記電力装置は、
　複数の異なる放電制御を同時に受けることを許可するか否かを示す可否情報が設定され
ており、
　前記受信部は、
　前記可否情報をさらに受信し、
　前記可否情報に応じて、前記電力装置が複数の異なる放電制御を同時に受けることが許
可されるか否かを判定する判定部
　をさらに有し、
　前記グループ制御部は、
　前記判定部の判定結果及び前記予定情報に応じて、複数の異なる放電制御を同時に受け
ることが許可されない前記電力装置が複数の異なる放電制御を同時に受けることなく、前
記電力装置が１つ以上の前記放電グループに属するようにグループ化し、前記放電グルー
プ毎に前記電力装置を制御する
　請求項２に記載の充放電制御装置。
【請求項５】
　前記グループ制御部は、
　前記予定情報が示す充電を行う予定時間が前記充電グループ内で最初に終了する時間を
前記充電グループの有効期限とする
　請求項３に記載の充放電制御装置。
【請求項６】
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　前記グループ制御部は、
　前記予定情報が示す放電を行う予定時間が前記放電グループ内で最初に終了する時間を
前記放電グループの有効期限とする
　請求項４に記載の充放電制御装置。
【請求項７】
　前記受信部は、
　前記複数の電力装置それぞれの充電可能時間と定格値とを導出可能な状態演算情報を受
信し、
　前記算出部は、
　前記可否情報が受信された前記電力装置に対して、複数の異なる充電制御を同時に受け
ることが許可されると前記判定部が判定した場合、前記可否情報が受信された前記電力装
置に対して設定される電力割当量及び前記状態演算情報に応じて、前記充電グループ毎の
総充電量を算出する
　請求項３に記載の充放電制御装置。
【請求項８】
　前記受信部は、
　前記複数の電力装置それぞれの放電可能時間と定格値とを導出可能な状態演算情報を受
信し、
　前記算出部は、
　前記可否情報が受信された前記電力装置に対して、複数の異なる放電制御を同時に受け
ることが許可されると前記判定部が判定した場合、前記可否情報が受信された前記電力装
置に対して設定される電力割当量及び前記状態演算情報に応じて、前記放電グループ毎の
総放電量を算出する
　請求項４に記載の充放電制御装置。
【請求項９】
　前記算出部は、
　前記可否情報が受信された前記電力装置に対して、複数の異なる充電制御を同時に受け
ることが許可されないと前記判定部が判定した場合、前記可否情報が受信された前記電力
装置の前記定格値に応じて、前記充電グループ毎の総充電量を算出する
　請求項７に記載の充放電制御装置。
【請求項１０】
　前記算出部は、
　前記可否情報が受信された前記電力装置に対して、複数の異なる放電制御を同時に受け
ることが許可されないと前記判定部が判定した場合、前記可否情報が受信された前記電力
装置の前記定格値に応じて、前記放電グループ毎の総放電量を算出する
　請求項８に記載の充放電制御装置。
【請求項１１】
　前記電力装置の少なくともいずれかは、
　太陽光発電装置であり、
　前記太陽光発電装置の前記可否情報が受信された場合には、前記グループ制御部が前記
放電グループに前記太陽光発電装置が属するようにグループ化し、前記算出部が前記太陽
光発電装置の定格値に応じて前記放電グループの総放電量を算出する
　請求項３に記載の充放電制御装置。
【請求項１２】
　前記電力装置の少なくともいずれかは、
　蓄熱装置であり、
　前記蓄熱装置の前記可否情報が受信された場合には、前記グループ制御部が前記充電グ
ループに前記蓄熱装置が属するようにグループ化し、前記算出部が前記蓄熱装置の定格値
に応じて前記充電グループの総充電量を算出する
　請求項４に記載の充放電制御装置。
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【請求項１３】
　前記グループ制御部は、
　前記受信部の通信が切断された前記電力装置が属していた前記充電グループ、及び前記
有効期限に達した前記電力装置が属していた前記充電グループに対し、グループ化を改め
て行う
　請求項５に記載の充放電制御装置。
【請求項１４】
　前記グループ制御部は、
　前記予定情報が示す充電を行う予定時間が前記充電グループ内で最初に終了する時間を
前記充電グループの有効期限とする
　請求項６に記載の充放電制御装置。
【請求項１５】
　前記複数の電力装置の少なくともいずれかは、蓄電池を有する
　請求項１に記載の充放電制御装置。
【請求項１６】
　前記受信部は、
　前記電力装置又は他の充放電制御装置から前記予定情報を受信する
　請求項１に記載の充放電制御装置。
【請求項１７】
　充電及び放電の少なくともいずれかの機能を有する複数の電力装置と、
　前記複数の電力装置を制御する充放電制御装置と、
　を具備し、
　前記充放電制御装置は、
　前記複数の電力装置が充電及び放電の少なくともいずれかを行う予定時間を示す予定情
報を受信する受信部と、
　前記予定情報に応じて、充電を行う充電グループ及び放電を行う放電グループのいずれ
かに前記電力装置それぞれが属するようにグループ化し、前記充電グループ毎及び前記放
電グループ毎に前記電力装置それぞれを制御するグループ制御部と、
　を有する充放電制御システム。
【請求項１８】
　充電及び放電の少なくともいずれかの機能を具備する複数の電力装置が充電及び放電の
少なくともいずれかを行う予定時間を示す予定情報を受信するステップと、
　前記予定情報に応じて、充電を行う充電グループ及び放電を行う放電グループのいずれ
かに前記電力装置それぞれが属するようにグループ化し、前記充電グループ毎及び前記放
電グループ毎に前記電力装置それぞれを制御するステップと、
　をコンピュータに実行させるための充放電制御プログラム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明の実施形態は、充放電制御装置、充放電制御システム及び充放電制御プログラム
に関する。
【背景技術】
【０００２】
　電力需要家側における電力使用量の計測結果や太陽光発電量の計測結果をサーバなどに
送信し、電力量を管理することが知られている。また、家庭やビルよりも広域的なエネル
ギー管理をネットワークを介して行うことは公知である。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】米国特許第６６３９３８３号明細書
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【特許文献２】特開２０１０－２６８６０２号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかしながら、放電又は充電を行う電力装置のネットワークに接続される数が増加する
と、ネットワークを介して送受信される情報量が過多になり、効率的に通信を行うことが
できなくなることがある。本発明が解決しようとする課題は、ネットワークに接続される
電力装置の数が増加しても、効率的に通信を行うことができる充放電制御装置、充放電制
御システム及び充放電制御プログラムを提供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　実施形態の充放電制御装置は、受信部と、グループ制御部と、を有する。受信部は、充
電及び放電の少なくともいずれかの機能を具備する複数の電力装置が充電及び放電の少な
くともいずれかを行う予定時間を示す予定情報を受信する。グループ制御部は、予定情報
に応じて、充電を行う充電グループ及び放電を行う放電グループのいずれかに電力装置そ
れぞれが属するようにグループ化し、充電グループ毎及び放電グループ毎に電力装置それ
ぞれを制御する。
【図面の簡単な説明】
【０００６】
【図１】実施形態にかかる充放電制御システムの構成例を示すシステム構成図。
【図２】充放電制御装置に接続された蓄電池システムの構成図。
【図３】充放電制御装置と蓄電池システムとの接続を示す構成図。
【図４】２つの充放電制御装置及び需要家電力システムの接続を示す構成図。
【図５】複数の蓄電池システムを論理的な蓄電池として制御する状態を示す概念図。
【図６】充放電制御装置の機能を示す機能ブロック図。
【図７】特性情報、充放電制御情報、可否情報及び専用機器情報の構成を示す図表。
【図８】充電率と、充電可能時間及び放電可能時間との関係を示すグラフ。
【図９】電力制御部が行う充放電総量の管理状態を示す図表。
【図１０】電力制御部が行う充放電総量の管理状態を示すグラフ。
【図１１】蓄電池システムが有する第１制御部の機能を示す機能ブロック図。
【図１２】アクセス制御情報、特性情報及び運転制御情報の構成を示す図表。
【図１３】充放電判定情報及び充放電電力情報の構成を示す図表。
【図１４】２つの充放電制御装置から放電制御指示を受け付ける様子を示すグラフ。
【図１５】充放電制御装置の動作を示すフローチャート。
【図１６】充放電制御システムの動作例を示すシーケンス図。
【図１７】通信メッセージの構成例を示す構成図。
【図１８】充放電制御装置に対する割り当て放電電力を示すグラフ。
【図１９】第１のグループ化における電力の割り当てを模式的に示した模式図。
【図２０】定格充電電力と充電時間の関係を示すグラフ。
【図２１】第２のグループ化における電力の割り当てを模式的に示した模式図。
【発明を実施するための形態】
【０００７】
　以下に添付図面を参照して、充放電制御システムの実施の形態を詳細に説明する。図１
は、実施形態にかかる充放電制御システム１の構成例を示すシステム構成図である。図１
に示すように、充放電制御システム１は、例えば広域のエネルギーを制御するシステムで
あり、電力系統側１０と、家庭、ビル及び工場などの需要家側１２とを含む。
【０００８】
　電力系統側１０には、例えば発電所（給電指令所）２０、自然エネルギー発電所２２及
び蓄電池システム２４が設けられている。需要家側１２には、例えば需要家電力システム
３、充放電制御装置（需要家側ＥＭＳ：Energy　Management　System）５、及びスマート
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メータ６が設けられている。また、電力系統側１０と需要家側１２との間には、例えば充
放電制御装置７がＥＭＳ（Energy　Management　System）として設けられている。充放電
制御装置７は、例えば充放電制御システム１全体における充放電を制御する充放電制御装
置である。充放電制御装置５は、例えば需要家側１２における充放電を制御する充放電制
御装置である。なお、充放電制御装置５は、充放電制御装置７と実質的に同一の機能及び
構成にされてもよい。
【０００９】
　発電所２０は、例えば水力、火力又は原子力の動力により大容量の電力を生成する。発
電所２０は、電力網１４及び通信網（ネットワーク）１６を介して充放電制御装置７に接
続され、電力網１４に対して電力を供給（放電）する。自然エネルギー発電所２２は、例
えば太陽光発電所又は風力発電所などであり、自然界に存在するエネルギーを利用して電
力を生成する。自然エネルギー発電所２２は、電力網１４及び通信網１６を介して充放電
制御装置７に接続され、電力網１４に対して電力を供給（放電）する。
【００１０】
　蓄電池システム２４は、充放電を行う蓄電池（図示せず）を含み、電力網１４及び通信
網１６を介して充放電制御装置７に接続されている。また、蓄電池システム２４は、電力
網１４を介して自然エネルギー発電所２２と接続され、自然エネルギー発電所２２が生成
した余剰電力などを蓄える。また、蓄電池システム２４は、電力系統側１０の周波数や電
圧などの電気の品質を維持するために、瞬間的な負荷変動に応じて秒単位で出力調整を行
い、電力系統側１０を安定させるアンシラリーサービス（短周期制御）と呼ばれる機能実
現のためにも用いられる。また、蓄電池システム２４は、例えば熱を放出する蓄熱装置な
どに置き換えられてもよい。なお、本実施の形態においては、電力系統側１０から需要家
側１２に電力を供給する全ての送配電線網を電力網１４と記す。
【００１１】
　需要家電力システム３は、例えば太陽光発電装置３０、ＥＶ（Electric　Vehicle：電
気自動車）システム３２及び蓄電池システム４などを含む。需要家電力システム３は、電
力網１４及び通信網１６を介して充放電制御装置７に接続され、充放電制御装置７との間
にスマートメータ６が設けられている。また、充放電制御装置５は、例えばネットワーク
１６を介して充放電制御装置７、需要家電力システム３及びスマートメータ６に対して接
続され、需要家電力システム３及びスマートメータ６を制御する充放電制御装置となって
いる。スマートメータ６は、例えば需要家電力システム３で消費された電力量を計測し、
計測結果を図示しない管理サーバ及び充放電制御装置７などに対して送信する計測装置と
しての機能を備える。
【００１２】
　太陽光発電装置３０は、太陽光を利用して電力を生成し、生成した電力を例えば蓄電池
システム４に蓄える。ＥＶシステム３２は、図示しない充電器を介して電力網１４及びネ
ットワーク１６に接続される。蓄電池システム４は、充放電を行う蓄電池（図示せず）を
含み、例えば夜間電力を蓄えて昼間に利用するピークシフト（日間運用）と呼ばれる機能
実現のためにも用いられる。
【００１３】
　充放電制御装置７は、例えば蓄電池システム４及びＥＶシステム３２を含む需要家側１
２を論理的な１つの需要家側蓄電池８とみなし、蓄電池システム２４を含む電力系統側１
０を論理的な１つの系統側蓄電池９とみなす。また、充放電制御装置７は、充放電制御装
置５、スマートメータ６及び太陽光発電装置３０などを含めて需要家側蓄電池８とみなし
、発電所２０及び自然エネルギー発電所２２などを含めて系統側蓄電池９とみなすように
構成されてもよい。さらに、充放電制御装置７は、充放電制御システム１に含まれる全て
の蓄電池、又は任意の複数の蓄電池を論理的な１つの蓄電池とみなすように構成されても
よい。例えば、充放電制御装置７は、複数の需要家側蓄電池８及び複数の系統側蓄電池９
の全体を論理的な蓄電池とみなすように構成されてもよい。
【００１４】
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　図２は、充放電制御装置７に接続された蓄電池システム４（蓄電池システム４ａ）の構
成図である。図２（ａ）に示すように、蓄電池システム４は、蓄電池４０及び第１制御部
４２を有する電力装置である。蓄電池４０は、例えばＢＭＵ（Battery　Management　Uni
t）であり、図示しない複数の電池セル及び内部プロセッサを備え、第１制御部４２の制
御に応じて電力の充電及び放電を行う。第１制御部４２は、例えばＰＣＳ（Power　Condi
tioning　System）である。第１制御部４２は、電力網１４及びネットワーク１６を介し
て充放電制御装置７に接続され、電力網１４及びＣＡＮ（Controller　Area　Network）
１８を介して蓄電池４０に接続されている。
【００１５】
　具体的には、蓄電池４０は、電池の定格電圧、充放電時の最大電流値、充電率ＳＯＣ（
State　Of　Charge）、寿命率ＳＯＨ（State　Of　Health）などを第１制御部４２に対し
て通知する。第１制御部４２は、例えば直流交流変換及び電圧変動抑制などを行う。
【００１６】
　図２（ｂ）に示すように、ＥＶシステム３２は、蓄電池３２０及び第２制御部３２２を
有する。ＥＶシステム３２は、充電器４２ａに接続されることにより、充電器４２ａを介
して電力網１４及びネットワーク１６に接続される。
【００１７】
　蓄電池３２０は、例えばＢＭＵ（Battery　Management　Unit）であり、図示しない複
数の電池セル及び内部プロセッサを備え、電力の充電及び放電を行う。第２制御部３２２
は、電力網１４及びＣＡＮ１８を介して蓄電池３２０に接続されており、電力網１４及び
ＣＡＮ１８を介して充電器４２ａに接続される。そして、第２制御部３２２は、充電器４
２ａと蓄電池３２０とが行う通信を中継する。
【００１８】
　充電器４２ａは、上述したＰＣＳとしても機能する。つまり、ＥＶシステム３２は、充
電器４２ａに接続されることにより、蓄電池システム４に対応する蓄電池システム４ａを
構成する。
【００１９】
　図３は、電力系統側１０における充放電制御装置７と蓄電池システム２４との接続構成
例を示す構成図である。図３に示すように、充放電制御システム１は、例えば電力系統側
１０では、充放電制御装置７が接続された蓄電池システム２４が２組設けられ、蓄電池シ
ステム２４それぞれが充放電制御装置７それぞれに制御されるように構成されてもよい。
このように、充放電制御システム１は、複数の蓄電池システム２４が相互に接続されるこ
とにより、発電所に匹敵する大規模の蓄電容量を確保し、上述したアンシラリーサービス
と呼ばれる機能を実現させて、瞬間的な負荷変動に対応するように構成されてもよい。ま
た、充放電制御システム１は、複数の地域にまたがって貯蔵電力と融通しあう場合には、
複数の充放電制御装置７が設けられることが好ましい。本実施の形態においては、系統側
蓄電池９を複数のグループに分けるように、充放電制御装置７がグループ化を行う。
【００２０】
　図４は、需要家側１２における充放電制御装置７、充放電制御装置５及び需要家電力シ
ステム３の接続構成例を示す構成図である。図４に示すように、充放電制御装置７及び充
放電制御装置５が需要家電力システム３を制御する場合などには、需要家側蓄電池８を複
数のグループに分けるように、充放電制御装置７又は充放電制御装置５がグループ化を行
う。例えば、充放電制御装置７は、充電を行う充電グループと放電を行う放電グループと
に、需要家側蓄電池８及び系統側蓄電池９をそれぞれグループ化する。
【００２１】
　図５は、充放電制御装置７が複数の蓄電池システム４の集合を論理的な１つの蓄電池と
して制御する状態を示す概念図である。図５に示すように、充放電制御装置７は、複数の
蓄電池システム４の集合を、例えば蓄電池グループＡ、Ｂ、Ｃのようにグループ化し、グ
ループ毎に制御を行って、例えば複数の利用者に共同利用権を割り当てる。つまり、充放
電制御装置７は、充電を行う複数の蓄電池システム４などを、複数の異なる充電グループ
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にグループ化してもよい。また、充放電制御装置７は、放電を行う複数の蓄電池システム
４などを、複数の異なる放電グループにグループ化してもよい。
【００２２】
　次に、充放電制御装置７の機能について詳述する。図６は、充放電制御装置７の機能を
例示する機能ブロック図である。充放電制御装置７は、コンピュータとしての機能を備え
、需給調整部７０、通信部７１、情報制御部７２、記憶部７３、グループ制御部７４及び
電力制御部７５を有する。
【００２３】
　需給調整部７０は、電力事業者の電力系統側１０及び需要家側１２の電力供給量や周波
数状態を監視する。また、需給調整部７０は、電力供給不足による停電防止のために蓄電
池システム２４及び蓄電池システム４などに対する放電制御及び充電制御などを行う。
【００２４】
　通信部７１は、送信部７１０及び受信部７１２を有し、ネットワーク１６を介して通信
を行う。
【００２５】
　情報制御部７２は、判定部７２０を有し、通信部７１を介して取得した情報を処理及び
制御する。例えば、情報制御部７２は、蓄電池システム４などから充放電制御に必要な蓄
電池４０の電力量情報やアクセス制御に関する通信メッセージを通信部７１を介して取得
し、処理及び制御を行う。
【００２６】
　判定部７２０は、後述する可否情報に応じて、複数の異なる充電グループに蓄電池シス
テム４などの電力装置が同時に属することが許可されるか否かを判定する。また、判定部
７２０は、可否情報に応じて、複数の異なる放電グループに蓄電池システム４などの電力
装置が同時に属することが許可されるか否かも判定する。
【００２７】
　記憶部７３は、特性情報、充放電制御情報、可否情報及び専用機器情報を記憶する。図
７は、特性情報、充放電制御情報、可否情報及び専用機器情報の構成例を例示する図表で
ある。
【００２８】
　特性情報は、充放電制御に必要となる蓄電池４０の固体に特有な情報である。図７（ａ
）に示すように、特性情報には、蓄電池４０などに対する単位ワット（Ｗ：Watt）で示さ
れる定格充放電電力、単位ワット時間（Ｗｈ:Watt　hour）で示される定格容量、単位百
分率で示される充電率（ＳＯＣ:State　Of　Charge）、ＳＯＣに対応付けられた放電可能
時間充電可能時間及び種別が含まれる。
【００２９】
　蓄電池の一般的な充電方式である定電流充電方式では、百分率で示されるＳＯＣが予め
定められた閾値に達するまで蓄電池４０内の電池セルが入出力する電力量（電流量）が一
定状態で推移する。例えば、図８に示すように、蓄電池システム４に対しては、蓄電池４
０からＳＯＣの値を取得することにより、充電可能時間及び放電可能時間（グラフの横軸
）、定格充放電電力（グラフの縦軸）、充放電に必要な電力量（充放電可能時間と電力の
積）を算出することが可能になる。つまり、特性情報には、充電可能時間と定格値とを導
出可能な状態演算情報が含まれていてもよい。
【００３０】
　定電流充電においては、蓄電池４０は、ＳＯＣが予め定められた閾値を超えると、充電
に必要な電流量が極小化する特性がある。なお、充放電制御時の電力量は、単位ワット時
間（Ｗｈ:Watt　hour）で示される電力量の他に、単位アンペア時間（Ａｈ:Ampere　hour
）で示される電流量、及び単位ボルト時間で示される電圧量（Ｖｈ:Volt　hour）などで
示されてもよい。
【００３１】
　充放電制御情報は、蓄電池システム４の充放電動作状態を識別するために用いられる。
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図７（ｂ）に示すように、充放電制御情報には、対象蓄電池、充放電情報及び充放電内容
が含まれる。対象蓄電池は、充放電の制御対象となる蓄電池４０を示す。充放電情報にお
ける設定済又は未設定とは、蓄電池システム４が計画運転で制御される場合の予定時間を
示す予定情報（スケジュール情報）が設定されているか否かを識別するものである。充放
電内容は、充放電のいずれを行うかを示す。
【００３２】
　例えば、電力網１４における電力供給の瞬断を防止するためには、蓄電池システム４は
、オンデマンド運転で制御されることが好ましい。一方、蓄電池システム４は、夜間時間
帯などの比較的ゆるやかな時間間隔で制御される場合には、充放電制御の動作タイミング
スケジュールを設定する計画運転で制御されることが好ましい。
【００３３】
　可否情報は、複数の異なる充電制御（又は放電制御）を同時に受けることが可能な（許
可される）蓄電池システム４などの電力装置を識別するために用いられる。図７（ｃ）に
示すように、可否情報には、複数の充電制御又は放電制御を同時に受けること（共用）を
許可している蓄電池システム４を示す情報が含まれる。例えば、可否情報は、充電を行う
複数の異なる充電グループに蓄電池システム４などの電力装置が同時に属することを許可
するか否かを示す。また、可否情報は、放電を行う複数の異なる放電グループに蓄電池シ
ステム４などの電力装置が同時に属することを許可するか否かも合わせて示すようにされ
てもよい。
【００３４】
　また、図７（ｃ）に示した蓄電池システム４（蓄電池システムＡ）は、ある期間には１
つの充放電制御装置７によって充放電制御され、別の期間には他の充放電制御装置７によ
って充放電制御されることも可能であることを意味する。また、充放電制御装置７が複数
の蓄電池システム４の制御を行う場合は、制御許可中蓄電池の情報も複数存在することに
なる。
【００３５】
　専用機器情報は、充電又は放電のいずれか一方を行う電力装置であることを示す情報で
ある。例えば、図７（ｄ）に示すように、太陽光発電装置３０（太陽光発電装置Ａ）又は
風力発電装置Ａなどは、放電のみを行う電力装置であることが専用機器情報によって示さ
れる。また、蓄熱装置Ａ（蓄電池システム２４など）は、充電のみを行う電力装置である
ことが専用機器情報によって示される。
【００３６】
　電力制御部７４は、予定情報に応じて、充電を行う充電グループ及び放電を行う放電グ
ループのいずれかに電力装置それぞれが属するようにグループ化し、充電グループ毎及び
放電グループ毎に蓄電池システム４などの電力装置それぞれを制御する。また、グループ
制御部７４は、判定部７２０の判定結果及び予定情報に応じて、複数の充電グループに同
時に属することが許可されない電力装置が複数の充電グループに同時に属することなく、
充電を行う蓄電池４０などの電力装置が１つ以上の充電グループに属するようにグループ
化し、充電グループ毎に電力装置を制御する。また、グループ制御部７４は、判定部７２
０の判定結果及び予定情報に応じて、複数の放電グループに同時に属することが許可され
ない蓄電池システム４などの電力装置が複数の放電グループに同時に属することなく、放
電を行う電力装置が１つ以上の放電グループに属するようにグループ化し、放電グループ
毎に電力装置を制御する。
【００３７】
　また、グループ制御部７４は、予定情報が示す充電又は放電を行う予定時間が充電グル
ープ内又は放電グループ内で最初に終了する時間を、充電グループ又は放電グループの有
効期限とする。さらに、グループ制御部７４は、通信部７１の通信が切断された電力装置
が属していた充電グループ又は放電グループ、及び有効期限に達した電力装置が属してい
た充電グループ又は放電グループに対し、グループ化を改めて行う。
【００３８】
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　電力制御部７５は、算出部７５０を有する。算出部７５０は、特性情報に含まれる定格
値などの電力特性を用いて、充電グループの総充電量及び放電グループの総放電量を算出
する。さらに、算出部７５０は、電力装置に対して設定される充電又は放電の電力割当量
、及び上述した状態演算情報に応じて、充電グループ毎の総充電量又は放電グループ毎の
総充電量を算出する。
【００３９】
　また、電力制御部７５は、グループ制御部７４がグループ化した仮想の蓄電池（複数の
蓄電池システム４の集合である論理的な１つの蓄電池）に対し、充放電総量の管理及び充
放電制御の指示を行う。図９は、電力制御部７５が行う充放電総量の管理状態を示す図表
である。図１０は、電力制御部７５が行う充放電総量の管理状態を示すグラフである。
【００４０】
　図９に示すように、仮想の蓄電池グループとなるグループＡには、２つの蓄電池Ａ（蓄
電池システム４）と蓄電池Ｂ（蓄電池システム４）とが存在するとする。ある時間区間ｔ
１の間に、蓄電池Ａが例えば１００Ｗの電力を放電し、蓄電池Ｂが２００Ｗの電力を放電
する場合、放電総量は、３００Ｗの放電電力となる。また、ある時間区間ｔ２の間には、
蓄電池Ｂが電力を充電する。さらに、他の仮想の蓄電池グループであるグループＢとして
、蓄電池Ｂ（蓄電池システム４）が存在し、ある時間区間ｔ３の間には、蓄電池Ｂが電力
を充電するとしてもよい。
【００４１】
　蓄電池は、放電と充電とを同時に行うことは、動作が不明となるために禁止される。例
えば、充放電制御装置７は、蓄電池Ａが１００Ｗの電力を放電し、蓄電池Ｂが１００Ｗの
電力を充電するということを同時に行うような制御を同一グループに対して行うことはで
きない。したがって、充放電制御装置７は、充電を行う充電グループ及び放電を行う放電
グループのいずれかに電力装置それぞれが属するようにグループ化し、充電グループ毎及
び放電グループ毎に電力装置それぞれを制御する。さらに、充放電制御装置７は、充電を
行う複数の異なる充電グループ毎、及び放電を行う複数の異なる放電グループ毎に制御を
行ってもよい。
【００４２】
　充放電制御装置７は、オンデマンド型で動作する蓄電池システム４に対しては充放電量
の指定、計画型で動作する蓄電池システム４に対しては充放電量と時間区間の指定を行う
。充放電制御装置７は、制御指示を通信メッセージとして送信する場合、自然エネルギー
発電所２２などの分散型電源制御に関する電力インフラ用の規格であるＩＥＣ６１８５０
－７－４２０、ビル用の規格ＢＡＣｎｅｔ、国内家庭用のＥＣＨＯＮＥＴ、欧米家庭用の
ＺｉｇＢｅｅ（登録商標）　ＳＥＰ（Smart　Energy　Profile）２のように適用場所毎に
異なるデータモデルや通信プロトコルを組み替えて用いるようにされてもよい。
【００４３】
　次に、蓄電池システム４が有する機能について詳述する。図１１は、蓄電池システム４
が有する第１制御部４２の機能を例示する機能ブロック図である。なお、ＥＶシステム３
２が接続される充電器４２ａも、第１制御部４２と実質的に同一の機能を有するように構
成されてもよい。
【００４４】
　第１制御部４２は、電力供給部４２０、第１通信部４２１、第２通信部４２２、情報取
得部４２３、情報制御部４２４、アクセス制御部４２５、記憶部４２６及び充放電管理部
４２７を有する。電力供給部４２０は、直流交流の変換、電力の周波数監視、電圧変動検
出及び抑制等を行い、充放電制御装置７の制御に応じて蓄電池４０に対する充放電制御を
行う。
【００４５】
　記憶部４２６は、アクセス制御情報、特性情報、運転制御情報を記憶する。図１２は、
記憶部４２６が記憶するアクセス制御情報、特性情報及び運転制御情報の構成例を例示す
る図表である。
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【００４６】
　アクセス制御情報は、上述した可否情報に関連する情報であり、複数の充放電制御装置
７からの充放電制御指示を同時に受け付けることが可能かどうかを識別するために用いら
れる。図１２（ａ）に示すように、アクセス制御情報には、制御許可残数と制御許可中装
置の情報が含まれる。例えば、同時に２つの充放電制御装置７による制御が許可される場
合、蓄電池システム４は同時に共用可能であり、制御許可残数の初期値は２となる。つま
り、制御許可残数が２である場合、蓄電池システム４が同時に２つの充電グループ又は放
電グループに属することが許可されることを意味する。
【００４７】
　その後、アクセス制御部４２５が２つの充放電制御装置７（ＥＭＳａ、ＥＭＳｂ）に対
してアクセス制御の許可を行うと、制御許可残数は、図１２（ａ）に示すように０となり
、３つ目の充放電制御装置７からの制御は全て禁止されることとなる。また、複数の充放
電制御装置７からの同時制御を禁止する場合、すなわち蓄電池４０が共用不可である場合
、制御許可残数の初期値は１である。これは、一般的なデータベース（Data　Base）サー
バの共有資源に対するアクセス制御におけるセマフォの概念と同様である。
【００４８】
　図１２（ｂ）に示した記憶部４２６の特性情報は、上述した記憶部７３の特性情報と同
様である。なお、特性情報における種別は、蓄電池システム４、自然エネルギー発電所２
２、太陽光発電装置３０、蓄電池システム２４（蓄熱装置）などの電力装置の種別を示す
情報であり、充放電制御装置７が電力装置を充電グループ又は放電グループのいずれに属
すべきかを識別するために用いられる。例えば、自然エネルギー発電所２２は放電のみを
行う専用機器であると識別され、蓄熱装置は充電のみを行う専用機器であると識別される
。
【００４９】
　運転制御情報は、蓄電池システム４の運転状態（充放電動作状態）を識別するために用
いられる。
【００５０】
　充放電管理部４２７は、蓄電池システム４の充放電制御に関する充放電判定情報、充放
電電力情報を処理すると共に、アクセス制御部４２５に対して出力する。図１３は、充放
電管理部４２７が処理する充放電判定情報及び充放電電力情報の構成例を例示する図表で
ある。
【００５１】
　充放電判定情報は、蓄電池４０の物理的な制約条件などにより、複数の充放電制御装置
７による充放電制御が同時に可能であるか否かを識別するために、蓄電池４０が同時に複
数の充電グループ又は放電グループに属することが許可されるか否かを示す情報として用
いられる。例えば図１３（ａ）に示すように、充放電判定情報は、充電時の充電要求及び
放電時の放電要求が許可されることを示す。例えば、充放電管理部４２７は、図１２（ａ
）に示したアクセス制御情報の制御許可数の初期値が１である場合に、充電時の新たな充
電要求が禁止されると、蓄電池４０が同時に複数の充電グループ又は放電グループに属す
ることが許可されないと判断する。
【００５２】
　充放電電力情報は、複数の充放電制御装置７に対して割り当てた電力量の許可量（現在
値あるいは計画値）を管理するために用いられる。例えば図１３（ｂ）に示すように、充
放電電力情報には、単位ワット（Ｗ:Watt）で示される定格放電電力及び定格充電電力、
充放電実施に随時更新される放電可能時間及び充電可能時間並びに許可電力量が含まれる
。
【００５３】
　図１４は、充放電電力情報の許可電力量に応じて、蓄電池システム４が２つの充放電制
御装置７（ＥＭＳａ、ＥＭＳｂ）からの放電制御指示を同時に受け付ける様子を示すグラ
フである。



(12) JP 2013-207982 A 2013.10.7

10

20

30

40

50

【００５４】
　情報制御部４２４は、第１制御部４２が蓄電池４０から取得した充放電制御に必要な電
力量情報やアクセス制御に関する通信メッセージを生成し、第１通信部４２１を介して充
放電制御装置７へ送信する。
【００５５】
　情報取得部４２３は、第２通信部４２２を介して上述した特性情報及び蓄電池４０の動
作時の変動情報である状態情報（ＳＯＣ、ＳＯＨ、充放電電流及び充放電電圧）を定期的
に取得する。
【００５６】
　第１通信部４２１は、送信部４２１ａ及び受信部４２１ｂを有し、ネットワーク１６を
介して充放電制御装置７と通信を行う。
【００５７】
　第２通信部４２２は、送信部４２２ａ及び受信部４２２ｂを有し、ＣＡＮ１８を介して
蓄電池４０と通信を行う。
【００５８】
　次に、充放電制御装置７の動作について説明する。図１５は、充放電制御装置７の動作
を示すフローチャートである。図１５に示すように、ステップ１００（Ｓ１００）におい
て、充放電制御装置７は、蓄電池システム４それぞれに設定された予定情報、蓄電池４０
の特性情報及び可否情報を蓄電池システム４それぞれ又は他の充放電制御装置７から取得
（受信）する。
【００５９】
　ステップ１０２（Ｓ１０２）において、充放電制御装置７は、取得した予定情報に充電
又は放電の開始時刻及び終了時刻を含む予定時間が有るか否かを判定する。充放電制御装
置７は、予定時間が有ると判定した場合(Ｓ１０２:Ｙｅｓ)にはＳ１０４の処理に進む。
また、充放電制御装置７は、予定時間がないと判定した場合(Ｓ１０２:Ｎｏ)にはＳ１１
８の処理に進む。
【００６０】
　ステップ１０４（Ｓ１０４）において、充放電制御装置７は、Ｓ１００の処理で取得し
た可否情報に応じて、蓄電池システム４が共用可能であるか否かを判定する。充放電制御
装置７は、蓄電池システム４が共用可能であると判定した場合(Ｓ１０４:Ｙｅｓ)にはＳ
１０６の処理に進む。また、充放電制御装置７は、蓄電池システム４が共用可能でないと
判定した場合(Ｓ１０４:Ｎｏ)にはＳ１１２の処理に進む。
【００６１】
　ステップ１０６（Ｓ１０６）において、充放電制御装置７は、第１のグループ化を行う
。第１のグループ化において、充放電制御装置７は、まず予定情報が示す充電又は放電の
動作に合わせて蓄電池システム４それぞれを充電グループ又は放電グループのいずれかに
属させる。次に、充放電制御装置７は、予定情報が示す予定時間に合わせて蓄電池システ
ム４それぞれを充電グループ又は放電グループに属させる。ここで、充放電制御装置７は
、可否情報に応じて、蓄電池システム４が制御許可残数以下の充電グループ又は放電グル
ープに同時に属するようにグループ化する。
【００６２】
　ステップ１０８（Ｓ１０８）において、充放電制御装置７は、可否情報が受信された蓄
電池システム４に設定される充電グループ又は放電グループに対する電力割当量、及び充
電可能時間と定格値とを導出可能な状態演算情報に応じて、可否情報が受信された蓄電池
システム４に対して設定される割当量（電力量）を充電グループ毎又は放電グループ毎の
電力量に加算することにより、充電グループ毎又は放電グループ毎の総充電量を算出する
。
【００６３】
　ステップ１１０（Ｓ１１０）において、充放電制御装置７は、例えば予定情報が示す放
電又は充電を行う予定時間が充電グループ内又は放電グループ内で最初に終了する時間を



(13) JP 2013-207982 A 2013.10.7

10

20

30

40

50

充電グループ又は放電グループの有効期限とするように有効期間を設定する。
【００６４】
　ステップ１１２（Ｓ１１２）において、充放電制御装置７は、第２のグループ化を行う
。第２のグループ化において、充放電制御装置７は、まず予定情報が示す充電又は放電の
動作に合わせて蓄電池システム４それぞれを充電グループ又は放電グループのいずれかに
属させる。次に、充放電制御装置７は、予定情報が示す予定時間に合わせて蓄電池システ
ム４それぞれを充電グループ又は放電グループに属させる。ここで、充放電制御装置７は
、複数の充電グループ又は放電グループに同時に属することが許可されない蓄電池システ
ム４が複数の充電グループ又は放電グループに同時に属することなく、１つ以上の充電グ
ループ又は放電グループに属するようにグループ化する。
【００６５】
　ステップ１１４（Ｓ１１４）において、充放電制御装置７は、可否情報が受信された蓄
電池システム４の充電電力量又は放電電力量の定格値を予定情報に応じて加算することに
より、充電グループ毎又は放電グループ毎の総充電量又は総放電量を算出する。
【００６６】
　ステップ１１６（Ｓ１１６）において、充放電制御装置７は、例えば予定情報が示す充
電又は放電を行う予定時間が充電グループ内又は放電グループ内で最初に終了する時間を
充電グループ又は放電グループの有効期限とするように有効期間を設定する。
【００６７】
　ステップ１１８（Ｓ１１８）において、充放電制御装置７は、Ｓ１００の処理で取得し
た可否情報に応じて、蓄電池システム４が共用可能であるか否かを判定する。充放電制御
装置７は、蓄電池システム４が共用可能であると判定した場合（Ｓ１１８:Ｙｅｓ）には
Ｓ１２０の処理に進む。また、充放電制御装置７は、蓄電池システム４が共用可能でない
と判定した場合(Ｓ１１８:Ｎｏ)にはＳ１２４の処理に進む。
【００６８】
　ステップ１２０（Ｓ１２０）において、充放電制御装置７は、第３のグループ化を行う
。第３のグループ化において、充放電制御装置７は、蓄電池システム４それぞれを任意の
充電グループ又は放電グループに属させる。ここで、充放電制御装置７は、可否情報に応
じて、蓄電池システム４が制御許可残数以下の充電グループ又は放電グループに同時に属
するようにグループ化する。
【００６９】
　ステップ１２２（Ｓ１２２）において、充放電制御装置７は、可否情報が受信された蓄
電池システム４に設定される充電グループ又は放電グループに対する電力割当量、及び充
電可能時間と定格値とを導出可能な状態演算情報に応じて、可否情報が受信された蓄電池
システム４に対して設定される割当量（電力量）を充電グループ毎又は放電グループ毎の
電力量に加算することにより、充電グループ毎又は放電グループ毎の総充電量を算出する
。
【００７０】
　ステップ１２４（Ｓ１２４）において、充放電制御装置７は、第４のグループ化を行う
。第４のグループ化において、充放電制御装置７は、蓄電池システム４それぞれを充電グ
ループ又は放電グループに属させる。ここで、充放電制御装置７は、複数の充電グループ
又は放電グループに同時に属することが許可されない蓄電池システム４が複数の充電グル
ープ又は放電グループに同時に属することなく、１つ以上の充電グループ又は放電グルー
プに属するようにグループ化する。
【００７１】
　ステップ１２６（Ｓ１２６）において、充放電制御装置７は、可否情報が受信された蓄
電池システム４の充電電力量又は放電電力量の定格値を予定情報に応じて加算することに
より、充電グループ毎又は放電グループ毎の総充電量又は総放電量を算出する。
【００７２】
　次に、充放電制御システム１の動作例（第１動作例～第４動作例）について説明する。
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図１６は、充放電制御システム１の動作例を示すシーケンス図である。図１６においては
、充放電制御システム１は、例えば１つの充放電制御装置７（ＥＭＳａ）と、３つの蓄電
池システム４ａ、４ｂ、４ｃ（蓄電池システムａ、ｂ、ｃ）を有するものとする。
【００７３】
（第１動作例）
　各蓄電池システム４ａ、４ｂ、４ｃは、計画型の充放電制御を行う。また、蓄電池シス
テム４ａ（蓄電池システムａ）と蓄電池システム４ｂ（蓄電池システムｂ）とは、１つの
同じ放電グループに属するように割り当てられているものとする。
【００７４】
　ここで、充放電制御装置７ａが蓄電池システム４ｃ（蓄電池システムｃ）を充電グルー
プ又は放電グループのいずれかに属させるようにグループ化を行う場合、充放電制御装置
７ａ（ＥＭＳａ）は、蓄電池システム４ｃ（蓄電池システムｃ）から特性情報、充放電制
御情報及び可否情報から構成される蓄電池情報を受信し、取得する。例えば、充放電制御
装置７は、図１７（ａ）、（ｂ）に示す通信メッセージを受信する。
【００７５】
　図１７（ａ）に示す通信メッセージは、蓄電池システム４が充放電制御装置７に対して
送信する通信メッセージであり、予定情報が含まれる。図１７（ａ）に示す通信メッセー
ジは、例えば（ＴＣＰ／ＩＰ）の通信ヘッダに加えて、メッセージ内容を識別するための
識別子、充放電制御装置７の個数、充電又は放電を行う開始時刻終了時刻、及び充放電電
力を示す情報を含む。
【００７６】
　図１７（ｂ）に示す通信メッセージは、蓄電池システム４が充放電制御装置７に対して
送信する通信メッセージであり、可否情報及び特性情報が含まれる。図１７（ｂ）に示す
通信メッセージは、例えば（ＴＣＰ／ＩＰ）の通信ヘッダに加えて、メッセージ内容を識
別するための識別子、アクセス制御情報、蓄電池特性情報及び充放電制御情報を含む。
【００７７】
　蓄電池システム４ｃの蓄電池情報は、予定情報（充放電制御情報）が設定されており、
可否情報が共用を許可するものであるとする。ここで、図１８に示すように、例えば蓄電
池システム４ｃの定格放電電力Ｗ１ワットに対して、放電時間ｔ１の間には、他の充放電
制御装置７に対して割当放電電力ｗ１０がすでに割り当てられているとする。
【００７８】
　したがって、充放電制御装置７ａは、時間区間（放電時間）ｔ１の間には、Ｗ１－ｗ１
０ワットの電力を充放電制御装置７ａの放電制御に割り当てることができると判定する。
また、時間区間ｔ１を経過した後の時間区間（充電時間）ｔ２には、蓄電池システム４ｃ
は、定格充電電力Ｗ２の全量を充電制御に割り当てている。つまり、時間区間ｔ１を経過
した後の時間区間ｔ２には、充放電制御装置７ａは、蓄電池システム４ｃを充放電制御に
割り当てることができない。
【００７９】
　充放電制御装置７ａは、蓄電池情報により蓄電池システム４ｃの状態を判定した後に、
蓄電池システム４ｃをどのグループに属させるかを判定する。図１９は、第１のグループ
化における電力の割り当てを模式的に示した模式図である。図１９において、充放電制御
装置７ａは、放電グループＡを含む複数のグループを制御しているものとする。充放電制
御装置７ａは、放電グループＡに対し、識別子Ｘの蓄電池システム４ａと、識別子Ｙの蓄
電池システム４ｂとをすでに割り当てているとする。
【００８０】
　ここで、識別子Ｚの蓄電池システム４ｃは、予定情報（充放電制御情報）が設定されて
おり、可否情報が共用を許可するものであるため、放電グループＡに対する新規追加の対
象となる。充放電制御装置７ａは、蓄電池システム４ｃを放電グループＡに属させるグル
ープ化を行い、蓄電池システム４ｃの割当放電電力を放電グループＡの総量に加算する。
【００８１】
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　具体的には、充放電制御装置７ａは、図９及び図１０に示した情報を充放電総量に関す
る情報に更新する。充放電制御装置７ａは、グループ化を終えると、蓄電池システム４ａ
、４ｂ、４ｃに対して放電グループの更新に関する通信メッセージを送信してもよい。例
えば充放電制御装置７は、図１７（ｃ）に示す通信メッセージを送信する。
【００８２】
　図１７（ｃ）に示す通信メッセージは、充放電制御装置７が蓄電池システム４に対して
送信する通信メッセージであり、充放電制御情報が含まれる。図１７（ｃ）に示す通信メ
ッセージは、例えば（ＴＣＰ／ＩＰ）の通信ヘッダに加えて、メッセージ内容を識別する
ための識別子、充放電制御装置７の個数、充放電グループを示す情報及び蓄電池識別子を
含む。なお、充放電制御装置７ａは、蓄電池情報を予め定め取得していてもよい。また、
通信メッセージの形式は、図１７に示した例に限定されることなく、他の形式であっても
よい。
【００８３】
　放電グループＡの有効期間は時間ｔ１である。蓄電池システム４ｂは、時間ｔ１の経過
後から、放電制御ではなく充電制御を行うように予定情報が設定されている。つまり、充
放電制御装置７ａは、放電時間ｔ１の終了時刻が放電グループＡの有効期限になっている
。放電グループＡの有効期間が終了すると、充放電制御装置７ａは、有効期間が終了した
蓄電池システム４が属していたグループの再構成を行う。充放電制御装置７ａは、放電制
御の指示に関する通信メッセージとして、制御の開始を告げる通信メッセージを用いても
よい。また、充放電制御装置７ａは、充電又は放電を行う予定時間が予め設定されている
計画運転制御においては、放電制御の指示に関する通信メッセージの送信を省略してもよ
い。
【００８４】
（第２動作例）
　各蓄電池システム４ａ、４ｂ、４ｃは、計画型の充放電制御を行う。また、蓄電池シス
テム４ａ（蓄電池システムａ）と蓄電池システム４ｂ（蓄電池システムｂ）とは、１つの
同じ放電グループに属するように割り当てられているものとする。
【００８５】
　充放電制御装置７ａは、蓄電池システム４ｃ（蓄電池システムｃ）が属すべき充電グル
ープ又は放電グループを選定する。ここで、充放電制御装置７（ＥＭＳａ）は、蓄電池シ
ステム４ｃ（蓄電池システムｃ）から特性情報、充放電制御情報及び可否情報から構成さ
れる蓄電池情報を受信し、取得する。例えば、充放電制御装置７は、図１７（ａ）、（ｂ
）に示す通信メッセージを受信する。
【００８６】
　蓄電池システム４ｃの蓄電池情報は、予定情報（充放電制御情報）が設定されており、
可否情報が共用を許可しないものであるとする。ここで、図２０に示すように、例えば、
蓄電池システム４ｃは、時間ｔ１の間には、充放電を行う予定がなく、定格放電電力Ｗ１
ワットの全容量を充放電制御装置７の放電制御に割り当てることができると判定する。
【００８７】
　また、時間区間ｔ１を経過した後の時間区間（充電時間）ｔ２には、蓄電池システム４
ｃは、定格充電電力Ｗ２の全量を充電制御に割り当てている。つまり、時間区間ｔ１を経
過した後の時間区間ｔ２には、充放電制御装置７ａは、蓄電池システム４ｃを充放電制御
に割り当てることができない。
【００８８】
　充放電制御装置７ａは、蓄電池情報により蓄電池システム４ｃの状態を判定した後に、
蓄電池システム４ｃをどのグループに属させるかを判定する。図２１は、第２のグループ
化における電力の割り当てを模式的に示した模式図である。図２１において、充放電制御
装置７ａは、放電グループＡを含む複数のグループを制御しているものとする。充放電制
御装置７ａは、放電グループＡに対し、識別子Ｘの蓄電池システム４ａと、識別子Ｙの蓄
電池システム４ｂとをすでに割り当てているとする。
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【００８９】
　ここで、識別子Ｚの蓄電池システム４ｃは、予定情報（充放電制御情報）が設定されて
おり、可否情報が共用を許可しないものであるため、放電グループＡに対する新規追加の
対象となる。充放電制御装置７ａは、蓄電池システム４ｃを放電グループＡに属させるグ
ループ化を行い、蓄電池システム４ｃの定格放電電力を放電グループＡの総量に加算する
。
【００９０】
　具体的には、充放電制御装置７ａは、図９及び図１０に示した情報を充放電総量に関す
る情報を更新する。充放電制御装置７ａは、グループ化を終えると、蓄電池システム４ａ
、４ｂ、４ｃに対して放電グループの更新に関する通信メッセージを送信してもよい。例
えば充放電制御装置７は、図１７（ｃ）に示す通信メッセージを送信する。
【００９１】
　図１７（ｃ）に示す通信メッセージは、充放電制御装置７が蓄電池システム４に対して
送信する通信メッセージであり、充放電制御情報が含まれる。図１７（ｃ）に示す通信メ
ッセージは、例えば（ＴＣＰ／ＩＰ）の通信ヘッダに加えて、メッセージ内容を識別する
ための識別子、充放電制御装置７の個数、充放電グループを示す情報及び蓄電池識別子を
含む。なお、充放電制御装置７ａは、蓄電池情報を予め定め取得していてもよい。また、
通信メッセージの形式は、図１７に示した例に限定されることなく、他の形式であっても
よい。
【００９２】
　放電グループＡの有効期間は時間ｔ１である。蓄電池システム４ｂは、時刻ｔ１の経過
後から、放電制御ではなく充電制御を行うように予定情報が設定されている。つまり、充
放電制御装置７ｃは、放電時間ｔ１の終了時刻が放電グループＡの有効期限になっている
。放電グループＡの有効期間が終了すると、充放電制御装置７ａは、有効期間が終了した
蓄電池システム４が属していたグループの再構成を行う。充放電制御装置７ａは、放電制
御の指示に関する通信メッセージとして、制御の開始を告げる通信メッセージを用いるて
もよい。また、充放電制御装置７ａは、充電又は放電を行う予定時間が予め設定されてい
る計画運転制御においては、放電制御の指示に関する通信メッセージの送信を省略しても
よい。
【００９３】
（第３動作例）
　各蓄電池システム４ａ、４ｂ、４ｃは、オンデマンド型の充放電制御を行う。また、蓄
電池システム４ａ（蓄電池システムａ）と蓄電池システム４ｂ（蓄電池システムｂ）とは
、１つの同じ放電グループに属するように割り当てられているものとする。
【００９４】
　充放電制御装置７ａは、蓄電池システム４ｃ（蓄電池システムｃ）が属すべき充電グル
ープ又は放電グループを選定する。ここで、充放電制御装置７（ＥＭＳａ）は、蓄電池シ
ステム４ｃ（蓄電池システムｃ）から特性情報、充放電制御情報及び可否情報から構成さ
れる蓄電池情報を受信し、取得する。例えば、充放電制御装置７は、図１７（ａ）、（ｂ
）に示す通信メッセージを受信する。
【００９５】
　蓄電池システム４ｃの蓄電池情報は、予定情報（充放電制御情報）が未設定であり、可
否情報が共用を許可するものであるとする。ここで、図２０に示すように、例えば、蓄電
池システム４ｃは、定格放電電力Ｗ１ワットに対して任意の容量を充放電制御装置７の放
電制御に割り当てることができると判定する。
【００９６】
　また、蓄電池システム４ｃは、定格充放電電力を充電制御に割り当てる予定はない。つ
まり、充放電制御装置７ａは、蓄電池システム４ｃを充放電制御に割り当てることができ
る。
【００９７】
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　充放電制御装置７ａは、蓄電池情報により蓄電池システム４ｃの状態を判定した後に、
蓄電池システム４ｃをどのグループに属させるかを判定する。図１９に示したように、充
放電制御装置７ａは、放電グループＡを含む複数のグループを制御しているものとする。
充放電制御装置７ａは、放電グループＡに対し、識別子Ｘの蓄電池システム４ａと、識別
子Ｙの蓄電池システム４ｂとをすでに割り当てているとする。
【００９８】
　ここで、識別子Ｚの蓄電池システム４ｃは、予定情報（充放電制御情報）が未設定であ
り、可否情報が共用を許可するものであるため、放電グループＡに対する新規追加の対象
となる。充放電制御装置７ａは、蓄電池システム４ｃを放電グループＡに属させるグルー
プ化を行い、蓄電池システム４ｃの割当放電電力を放電グループＡの総量に加算する。
【００９９】
　具体的には、充放電制御装置７ａは、図９及び図１０に示した情報を充放電総量に関す
る情報を更新する。充放電制御装置７ａは、グループ化を終えると、蓄電池システム４ａ
、４ｂ、４ｃに対して放電グループの更新に関する通信メッセージを送信してもよい。例
えば充放電制御装置７は、図１７（ｃ）に示す通信メッセージを送信する。
【０１００】
　充放電制御装置７ａは、放電制御の指示に関する通信メッセージとして、制御の開始を
告げる通信メッセージを用いるてもよい。また、充放電制御装置７ａは、充電又は放電を
行う予定時間が予め設定されている計画運転制御においては、放電制御の指示に関する通
信メッセージの送信を省略してもよい。
【０１０１】
　また、充放電制御装置７ａは、計画運転型の動作を行っている間において、充電又は放
電を行う予定期間が設定されていない期間に対しても、第３の動作例と同様に動作するよ
うに構成されてもよい。
【０１０２】
（第４動作例）
　各蓄電池システム４ａ、４ｂ、４ｃは、オンデマンド型の充放電制御を行う。また、蓄
電池システム４ａ（蓄電池システムａ）と蓄電池システム４ｂ（蓄電池システムｂ）とは
、１つの同じ放電グループに属するように割り当てられているものとする。
【０１０３】
　充放電制御装置７ａは、蓄電池システム４ｃ（蓄電池システムｃ）が属すべき充電グル
ープ又は放電グループを選定する。ここで、充放電制御装置７（ＥＭＳａ）は、蓄電池シ
ステム４ｃ（蓄電池システムｃ）から特性情報、充放電制御情報及び可否情報から構成さ
れる蓄電池情報を受信し、取得する。例えば、充放電制御装置７は、図１７（ａ）、（ｂ
）に示す通信メッセージを受信する。
【０１０４】
　蓄電池システム４ｃの蓄電池情報は、予定情報（充放電制御情報）が未設定であり、可
否情報が共用を許可しないものであるとする。ここで、例えば、蓄電池システム４ｃは、
充放電を行う予定がなく、定格放電電力Ｗ１ワットの全容量を充放電制御装置７の放電制
御に割り当てることができると判定する。
【０１０５】
　また、蓄電池システム４ｃは、定格充放電電力を充電制御に割り当てる予定はない。つ
まり、充放電制御装置７ａは、蓄電池システム４ｃを充放電制御に割り当てることができ
る。
【０１０６】
　充放電制御装置７ａは、蓄電池情報により蓄電池システム４ｃの状態を判定した後に、
蓄電池システム４ｃをどのグループに属させるかを判定する。図２１に示すように、充放
電制御装置７ａは、放電グループＡを含む複数のグループを制御しているものとする。充
放電制御装置７ａは、放電グループＡに対し、識別子Ｘの蓄電池システム４ａと、識別子
Ｙの蓄電池システム４ｂとをすでに割り当てているとする。
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【０１０７】
　ここで、識別子Ｚの蓄電池システム４ｃは、予定情報（充放電制御情報）が未設定であ
り、可否情報が共用を許可しないものであるため、放電グループＡに対する新規追加の対
象となる。充放電制御装置７ａは、蓄電池システム４ｃを放電グループＡに属させるグル
ープ化を行い、蓄電池システム４ｃの定格放電電力を放電グループＡの総量に加算する。
【０１０８】
　具体的には、充放電制御装置７ａは、図９及び図１０に示した情報を充放電総量に関す
る情報を更新する。充放電制御装置７ａは、グループ化を終えると、蓄電池システム４ａ
、４ｂ、４ｃに対して放電グループの更新に関する通信メッセージを送信してもよい。例
えば充放電制御装置７は、図１７（ｃ）に示す通信メッセージを送信する。
【０１０９】
　充放電制御装置７ａは、放電制御の指示に関する通信メッセージとして、制御の開始を
告げる通信メッセージを用いるてもよい。また、充放電制御装置７ａは、充電又は放電を
行う予定時間が予め設定されている計画運転制御においては、放電制御の指示に関する通
信メッセージの送信を省略してもよい。
【０１１０】
　また、充放電制御装置７ａは、計画運転型の動作を行っている間において、充電又は放
電を行う予定期間が設定されていない期間に対しても、第４の動作例と同様に動作するよ
うに構成されてもよい。
【０１１１】
　本実施形態の充放電制御装置７は、例えばＣＰＵなどの制御装置と、ＲＯＭ（Read　On
ly　Memory）やＲＡＭなどの記憶装置と、ＨＤＤ、ＣＤドライブ装置などの外部記憶装置
と、ディスプレイ装置などの表示装置と、キーボードやマウスなどの入力装置を備えてお
り、通常のコンピュータを利用したハードウェア構成となっている。
【０１１２】
　本実施形態の充放電制御装置７で実行される充放電制御プログラムは、インストール可
能な形式又は実行可能な形式のファイルでＣＤ－ＲＯＭ、フレキシブルディスク（ＦＤ）
、ＣＤ－Ｒ、ＤＶＤ（Ｄｉｇｉｔａｌ　Ｖｅｒｓａｔｉｌｅ　Ｄｉｓｋ）等のコンピュー
タで読み取り可能な記録媒体に記録されて提供される。
【０１１３】
　また、本実施形態の充放電制御装置７で実行される充放電制御プログラムを、インター
ネット等のネットワークに接続されたコンピュータ上に格納し、ネットワーク経由でダウ
ンロードさせることにより提供するように構成しても良い。また、本実施形態の充放電制
御装置７で実行される充放電制御プログラムをインターネット等のネットワーク経由で提
供または配布するように構成しても良い。
【０１１４】
　また、本実施形態の充放電制御プログラムを、ＲＯＭ等に予め組み込んで提供するよう
に構成してもよい。本実施形態の充放電制御装置７で実行される充放電制御プログラムは
、上述した各部（受信部７１２、グループ制御部７４）を含むモジュール構成となってお
り、実際のハードウェアとしてはＣＰＵ（プロセッサ）が上記記憶媒体から充放電制御プ
ログラムを読み出して実行することにより上記各部が主記憶装置上にロードされ、受信部
７１２、グループ制御部７４が主記憶装置上に生成されるようになっている。
【０１１５】
　以上説明した実施形態によれば、ネットワークに接続される電力装置の数が増加しても
、効率的に通信を行うことができる。
【０１１６】
　また、本発明の実施形態を複数の組み合わせによって説明したが、これらの実施形態は
例として提示したものであり、発明の範囲を限定することは意図していない。これら新規
の実施形態は、その他の様々な形態で実施されることが可能であり、発明の要旨を逸脱し
ない範囲で、種々の省略、置き換え、変更を行うことができる。これら実施形態やその変
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形は、発明の範囲や要旨に含まれるとともに、特許請求の範囲に記載された発明とその均
等の範囲に含まれる。
【符号の説明】
【０１１７】
１　充放電制御システム
　１０　電力系統側
　１２　需要家側
　１４　電力網
　１６　ネットワーク
　２０　発電所
　２２　自然エネルギー発電所
　２４　蓄電池システム（蓄熱装置）
３　需要家電力システム
　３０　太陽光発電装置
　３２　ＥＶシステム
　　３２０　蓄電池
　　３２２　第２制御部
４、４ａ、４ｂ、４ｃ　蓄電池システム
　４０　蓄電池
　４２　第１制御部
　　４２０　電力供給部
　　４２１　第１通信部
　　４２２　第２通信部
　　４２３　情報取得部
　　４２４　情報制御部
　　４２５　アクセス制御部
　　４２６　記憶部
　　４２７　充放電管理部
　４２ａ　充電器
５　充放電制御装置
６　スマートメータ
７、７ａ　充放電制御装置
　７０　需給調整部
　７１　通信部
　　７１０　送信部
　　７１２　受信部
　７２　情報制御部
　　７２０　判定部
　７３　記憶部
　７４　グループ制御部
　７５　電力制御部
　　７５０　算出部
８　需要家側蓄電池
９　系統側蓄電池
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